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円貨建て債券の契約締結前交付書面円貨建て債券の契約締結前交付書面円貨建て債券の契約締結前交付書面円貨建て債券の契約締結前交付書面 
(この書面は、金融商品取引法第 37 条の 3 の規定によりお渡しするものです。) 

 

 この書面には、個人向け国債を除く円貨建て債券のお取引を行っていただくうえでのリスク

や留意点が記載されています。あらかじめよくお読みいただき、ご不明な点はお取引開始前にご

確認ください。 

 

○円貨建て債券のお取引は、主に募集･売出し等や当社が直接の相手方となる等の方法により行い

ます。 

○円貨建て債券は、金利水準の変化や発行体の信用状況に対応して価格が変動すること等により、

損失が生ずるおそれがありますのでご注意ください。 
 

手数料など諸費用について手数料など諸費用について手数料など諸費用について手数料など諸費用について 
･ 円貨建て債券を募集･売出し等により、または当社との相対取引により購入する場合は、購入対

価のみをお支払いただきます。 
 

金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動などにより損失が生ずるおそれがあります金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動などにより損失が生ずるおそれがあります金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動などにより損失が生ずるおそれがあります金融商品市場における相場その他の指標にかかる変動などにより損失が生ずるおそれがあります 
･ 円貨建て債券の市場価格は、基本的に市場の金利水準の変化に対応して変動します。金利が上

昇する過程では債券価格は下落し、逆に金利が低下する過程では債券価格は上昇することにな

ります。したがって、償還日より前に換金する場合には市場価格での売却となりますので、売

却損が生ずる場合があります。また、市場環境の変化により流動性(換金性)が著しく低くなっ

た場合、売却することができない可能性があります。 

･ 円貨建て債券が物価連動国債である場合には、元金額は全国消費者物価指数の変化に対応して

変動しますので、売却時あるいは償還時の全国消費者物価指数の状況によって売却損または償

還差損が生ずる場合もあります。また、このような特性から、物価連動国債の価格は、必ずし

も上記のような金利水準の変化に対応して変動するわけではありません。 

･ 円貨建て債券が 15 年変動利付国債である場合には、その利子は 10 年国債の金利の上昇（低

下）に連動して増減しますので、このような特性から、15 年変動利付国債の価格は、必ずし

も上記のような金利水準の変化に対応して変動するわけではありません。 
 

債券債券債券債券の発行の発行の発行の発行体体体体または元利金の支払の保証者の業務または財産の状況の変化などによって損失が生または元利金の支払の保証者の業務または財産の状況の変化などによって損失が生または元利金の支払の保証者の業務または財産の状況の変化などによって損失が生または元利金の支払の保証者の業務または財産の状況の変化などによって損失が生

ずるおそれがありますずるおそれがありますずるおそれがありますずるおそれがあります 
＜発行体等の信用状況の変化に関するリスク＞ 

･ 円貨建て債券の発行体や、円貨建て債券の元利金の支払いを保証している者の信用状況に変化

が生じた場合、市場価格が変動することによって売却損が生ずる場合があります。 

･ 円貨建て債券の発行体や、円貨建て債券の元利金の支払いを保証している者の信用状況の悪化

等により、元本や利子の支払いの停滞若しくは支払不能の発生または特約による元本の削減等

がなされるリスクがあります。 

なお、金融機関が発行する債券は、信用状況が悪化して破綻のおそれがある場合などには、

発行体の本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、所管の監督官庁の権限で、債権順位に従っ

て元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性があります。ただし、適用される制度

は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。 

･ 円貨建て債券のうち、主要な格付機関により｢投機的要素が強い｣とされる格付がなされている

ものについては、当該発行体等の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、

支払不能が生ずるリスクの程度はより高いと言えます。 
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＜償還金及び利子の支払いが他の債務に劣後するリスク＞ 

･ 弁済順位が他の債務に劣後する特約が付されている債券については、劣後事由が発生した場合

には、弁済順位が上位と位置付けられる債務が全額弁済された後に償還金及び利子の支払いが

行われることとなります。劣後事由とは破産宣告、会社更生法に基づいた会社更生手続きの開

始、民事再生法に基づく民事再生手続きの開始、外国においてこれらに準ずる手続きが取られ

た場合となります。 
 

円貨建て債券のお取引は、クーリング･オフの対象にはなりません円貨建て債券のお取引は、クーリング･オフの対象にはなりません円貨建て債券のお取引は、クーリング･オフの対象にはなりません円貨建て債券のお取引は、クーリング･オフの対象にはなりません 
･ 円貨建て債券のお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定の適用はありません。 
 
円貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要円貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要円貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要円貨建て債券に係る金融商品取引契約の概要 

当社における円貨建て債券のお取引については、以下によります。 

･ 円貨建て債券の募集若しくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い 

･ 弊社が自己で直接の相手方となる売買 

･ 円貨建て債券の売買の媒介、取次ぎまたは代理 
 

円貨建て債券に関する租税の概要円貨建て債券に関する租税の概要円貨建て債券に関する租税の概要円貨建て債券に関する租税の概要 

個人のお客様に対する円貨建て債券（一部を除く。）の課税は、原則として以下によります。 

･ 円貨建て債券の利子については、利子所得として申告分離課税の対象となります。外国源泉税が課されてい

る場合は、外国源泉税を控除した後の金額に対して国内で源泉徴収されます。この場合には、確定申告によ

り外国税額控除の適用を受けることができます。 

･ 円貨建て債券の譲渡益及び償還益は、上場株式等に係る譲渡所得等として申告分離課税の対象となります。 

･ 円貨建て債券の利子、譲渡損益及び償還損益は、上場株式等の利子、配当及び譲渡損益等との損益通算が可

能です。また、確定申告により譲渡損失の繰越控除の適用を受けることができます。 

･ 割引債の償還益は、償還時に源泉徴収されることがあります。 

 

法人のお客様に対する円貨建て債券の課税は、原則として以下によります。 

･ 円貨建て債券の利子、譲渡益、償還益については、法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。

なお、お客様が一般社団法人又は一般財団法人など一定の法人の場合は、割引債の償還益は、償還時に源泉

徴収が行われます。 

･ 国外で発行される円貨建て債券（一部を除く。）の利子に現地源泉税が課税された場合には、外国源泉税を控

除した後の金額に対して国内で源泉徴収され、申告により外国税額控除の適用を受けることができます。 

 

なお、税制が改正された場合等は、上記の内容が変更になる場合があります。 

詳細につきましては、税理士等の専門家にお問い合わせください。 

 
 

譲渡の制限譲渡の制限譲渡の制限譲渡の制限 

･ 国債は、当社では原則としてその償還日の 4～6 営業日前までお取引が可能です。 

･ 振替債(我が国の振替制度に基づいて管理されるペーパーレス化された債券をいいます。)のうち、国債を除

く円貨建て債券は、その利子支払日の前営業日から利子支払日の 2 日間を受渡日とする約定については、利

払確定のため、お取引できません。当社では原則としてその償還日の 4～6 営業日前までお取引が可能です。

なお、国外で発行される円貨建て債券についても、現地の振替制度等により譲渡の制限が課される場合があ

ります。 
 

当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要当社が行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一種金融商品取引業であ

り、当社において円貨建て債券のお取引や保護預けを行われる場合は、以下によります。 

･ 国内で発行される円貨建て債券のお取引にあたっては、保護預り口座または振替決済口座の開設が必要とな

ります。国外で発行される円貨建て債券のお取引にあたっては、外国証券取引口座の開設が必要となります。 
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･ お取引のご注文をいただいたときは、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金または有価証券の全部

または一部(前受金等)をお預けいただいたうえで、ご注文をお受けいたします。 

･ 前受金等を全額お預けいただいていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注文に係る代金または有

価証券をお預けいただきます。 

･ ご注文にあたっては、銘柄、売り買いの別、数量、価格等お取引に必要な事項を明示していただきます。こ

れらの事項を明示していただけなかったときは、お取引できない場合があります。また、注文書をご提出い

ただく場合があります。 

･ ご注文いただいたお取引が成立した場合には、取引報告書をお客様にお渡しいたします(郵送または電磁的方

法による場合を含みます。)。 
 

 
 
当社の概要当社の概要当社の概要当社の概要 

商 号 等 株式会社 SBI 証券 

 金融商品取引業者 

 関東財務局長(金商)第 44 号 

本店所在地 〒106-6019 東京都港区六本木1-6-1 

加 入 協 会 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商

品取引業協会 

指 定 紛 争 解 決 機 関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町２-１-１３ 

電話番号：０１２０－６４－５００５ 

受付時間：月曜～金曜9:00～17:00(祝日等を除く。) 

資 本 金 47,937,928,501円(平成 27年 9月 30日現在) 

主 な 事 業 金融商品取引業 

設 立 年 月 昭和19年3月 

連 絡 先 カスタマーサービスセンター(０１２０－１０４－２１４) 又はお取引のある取

扱店までご連絡ください。 

 
〇その他留意事項 

日本証券業協会のホームページ（http://www.jsda.or.jp/shiraberu/foreign/meigara.html）に掲載している外国の発行

体が発行する債券のうち国内で募集・売出しが行われた債券については、金融商品取引法に基づく開示書類が英語により記載

されています。 
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■「証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）」のご紹介 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）は、株式、債券、投資

信託等、金融商品取引法の特定第一種金融商品取引業務、および特定第二種金融商品取引業務に

係る指定紛争解決機関として金融庁の指定・認定および裁判外紛争解決手続の利用の促進に関す

る法律（ADR促進法）に基づく認証を受け、中立的な立場で苦情・紛争を解決します。 

 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）は、 

 

（1）お客様からの金融商品取引業に関するご相談・苦情の窓口 

（2）金融商品取引に関するお客様と証券会社との紛争を解決するための窓口 

 

として、金融商品取引業者等の業務に対するお客様からの様々なご相談・苦情や紛争解決あっせ

ん手続きの申立てを受付けています。（あっせんは、損害賠償請求額に応じ 2千円から 5万円を

ご負担していただきます。） 

あっせん手続き実施者（あっせん委員）は、公正・中立な立場の弁護士が担当し、迅速かつ透明

度の高い解決を図ります。 

  

名称 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

（FINMAC） 

所在地 〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町2-1-13 第三証券会館 

電話番号 0120-64-5005 

受付時間 9：00～17：00（土・日・祝日等を除く） 
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I

　オリックスグループは、法人・個人のお客さまに金融商品・サービスをご提供する金融
サービスグループです。
　現在、日本を含めて世界36カ国・地域に拠点を設け、法人金融サービス事業、メンテナ
ンスリース事業、不動産事業、事業投資事業、リテール事業など金融分野を中心に多角的
に事業を展開しています｡

オリックスグループの事業展開オリックスグループの事業展開
■法人金融サービス事業部門
当事業部門は、主に融資事業、リース事業および各種手数料ビジネスを行っています。

■メンテナンスリース事業部門
当事業部門は、自動車事業およびレンタル事業により構成されています。自動車事業では、自動車リ
ース、レンタカーおよびカーシェアリングを、レンタル事業では、電子計測器・IT関連機器などのレ
ンタルおよびリースを行っています。

■不動産事業部門
当事業部門は、不動産開発・賃貸・ファイナンス事業、施設運営事業、不動産投資法人（REIT）の
資産運用・管理事業および不動産投資顧問業を行っています。

■事業投資事業部門
当事業部門は、環境エネルギー関連事業、プリンシパル・インベストメント事業およびサービサー
（債権回収）事業を行っています。

■リテール事業部門
当事業部門は、生命保険事業、銀行事業およびカードローン事業を行っています。

■海外事業部門
当事業部門は、米州およびアジア・豪州・欧州における、リース事業、融資事業、債券投資事業、投
資銀行事業、アセットマネジメント事業、船舶・航空機関連事業を行っています。
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II

オリックスグループのグローバルネットワークオリックスグループのグローバルネットワーク

※上記写真は、オリックスグループが展開する事業の一例です。

（2015年9月30日現在）

メンテナンスリース事業部門
オリックス自動車のレンタカー事業

事業投資事業部門　環境エネルギー関連事業
メガソーラー発電事業（鹿児島県枕崎市）

海外事業部門
航空機関連事業

不動産事業部門
施設運営事業「ヒルトン沖縄北谷リゾート」

●欧州（16）

■　国　内	 1,381拠点
■　海　外	 547拠点
（日本を含む世界36ヵ国・地域）

●中東・
　アフリカ（41）

●南アジア（89）

●大洋州（17）

●米州（34）

●国内（1,381）

●東アジア（198）

●東南アジア（152）
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III

　以下は、米国において一般に公正妥当と認められる会計処理基準（米国会計基準）に基づき記載さ
れております。

業績等の概要

2015年3月期（連結）
営業収益…………………………………………………2,174,283百万円	（前年同期比58％増）
税引前当期純利益……………………………………… 344,017百万円	（前年同期比20％増）
当社株主に帰属する当期純利益 ……………………… 234,948百万円	（前年同期比25％増）
総資産………………………………………………… 11,443,628百万円	（前連結会計年度末比26％増）
１株当たり当社株主に帰属する当期純利益（基本的）…………… 179.47円	（前年同期比21％増）
１株当たり当社株主に帰属する当期純利益（希薄化後）…………… 179.21円	（前年同期比25％増）
１株当たり当社株主資本…………………………………… 1,644.60円	（前連結会計年度末比12％増）
ROE（当社株主資本・当社株主に帰属する当期純利益率）……………… 11.5％	（前年同期10.5％）
ROA（総資本・当社株主に帰属する当期純利益率）……………… 2.29％	（前年同期2.14％）

（注）	� 米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（以下、会計基準編纂書）205－20（財務諸表の表示－非継続事業）に従い、非継続事
業にかかる過年度の損益を組替再表示しています。

	� 2015年3月期第4四半期連結会計期間より当社と株式会社大京（以下、大京）との会計期間の差異を解消しました。この変更に
より過年度についても遡及適用しています。

	� 2015年3月期第3四半期連結会計期間より従来の勘定科目の名称および表示方法の変更を行っています。これらの変更に伴い、
過年度の営業収益について組替再表示しています。
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IV

8,766,036

法人金融サービス
1,068,522
（12.2%）

メンテナンスリース
699,346（8.0%）

不動産
753,892（8.6%）

事業投資
598,957
（6.8%）

リテール
3,473,196
（39.6%）

海外
2,172,123
（24.8%）

2016年3月期第2四半期連結会計期間末のセグメント資産構成
（単位：百万円、百万円未満四捨五入）

（注）�セグメント資産には本社部門に属する資産等が含まれていないため、連結貸借対照表の数値とは合致しておりません。

（注）	� 会計基準編纂書205－20（財務諸表の表示－非継続事業）に従い、非継続事業にかかる過年度の損益を組替再表示しています。
	� 2015年3月期第4四半期連結会計期間より当社と大京との会計期間の差異を解消しました。この変更により過年度についても遡

及適用しています。
	� 2015年3月期第3四半期連結会計期間より従来の勘定科目の名称および表示方法の変更を行っています。これらの変更に伴い、

過年度の営業収益について組替再表示しています。

2016年3月期第2四半期連結累計期間
営業収益………………………………………………… 1,170,194百万円	（前年同期比22％増）
税引前四半期純利益……………………………………… 250,745百万円	（前年同期比25％増）
当社株主に帰属する四半期純利益 ……………………… 161,298百万円	（前年同期比14％増）
総資産………………………………………………… 11,080,559百万円	（前連結会計年度末比3％減）
１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益（基本的）………………123.23円	（前年同期比14％増）
１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益（希薄化後）………………123.11円	（前年同期比14％増）
１株当たり当社株主資本……………………………………… 1,717.95円	（前連結会計年度末比4％増）
ROE（当社株主資本・当社株主に帰属する四半期純利益率、年換算）………………… 14.7％	（前年同期14.3％）
ROA（総資本・当社株主に帰属する四半期純利益率、年換算）………………… 2.86％	（前年同期2.79％）
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V

リスクマネジメント

　オリックスグループでは、経営戦略に基づいた全体としてのリスクの選好および各事業部門の事業
戦略を勘案して、経営資源の配賦を行っています。取締役会や執行機関は、事業部門のパフォーマン
スと収益性を評価し、必要な施策を実行しています。このプロセスを通して、バランスシートのコン
トロールと、成長性のある事業部門により多くの経営資源を配賦することの両方を可能としていま
す。
　また主なリスクを、信用リスク、ビジネスリスク、市場リスク、流動性リスク（資金調達に関する
リスク）、法的リスク、その他オペレーショナルリスクと認識し、それぞれの特性に応じたリスク管
理を行っています。

　オリックスグループは調達の安定性維持と十分な流動性の確保、資金コストの低減を資金調達の重
要な目標としながら市場環境の大きな変化に備えた方針を決定し、実際の資産の動きや市場の状況に
応じて資金調達を行っています。資金調達を行うにあたり、調達手段の多様化、調達期間の長期化お
よび償還時期の分散、適切な手元流動性の確保等の施策を実施し、財務体質を強化しています。
　オリックスグループは国内外で無担保普通社債およびミディアム・ターム・ノートを発行し、長期
資金の確保と投資家の分散を図っています。2015年3月期には、国内で160,000百万円の普通社債
および海外で60,000百万韓国ウォンの普通社債を発行しました。当社の国内普通社債は主に機関投
資家向けと個人向けに分けて発行しています。2014年3月期末および2015年3月期末における当社
の国内機関投資家向け普通社債は、それぞれ343,100百万円および323,100百万円であり、個人向
け普通社債は、それぞれ519,487百万円および534,943百万円です。2014年3月期末および2015
年3月期末、海外で発行された当社社債は、それぞれ198,016百万円および229,340百万円です。
また、2014年3月期末および2015年3月期末における当社子会社の社債は、68,185百万円および
31,383百万円です。
　また、当社は4,000百万米ドルを発行上限とする「ユーロ・ミディアム・ターム・ノート・プロ
グラム」を設定しております。オリックスグループはこれ以外にもいくつかの国においてミディア
ム・ターム・ノート・プログラムを設定し、資金需要に応じてミディアム・ターム・ノートを発行
しています。2014年3月期末および2015年3月期末におけるミディアム・ターム・ノートは、それ
ぞれ46,034百万円および35,110百万円です。このうち2014年3月期末、2015年3月期末におけ
る海外子会社のミディアム・ターム・ノートは、それぞれ9,898百万円および9,386百万円となっ
ています。

資金調達の方針と社債、ミディアム・ターム・ノートの発行状況
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【表紙】  

【発行登録追補書類番号】 27－関東63－1 

【提出書類】 発行登録追補書類 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年1月28日 

【会社名】 オリックス株式会社 

【英訳名】 ＯＲＩＸ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

【代表者の役職氏名】 代表執行役 井 上 亮 

【本店の所在の場所】 東京都港区浜松町2丁目4番1号 

世界貿易センタービル内 

【電話番号】 03（3435）3000（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長 内村 幸夫 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区浜松町2丁目4番1号 

世界貿易センタービル内 

【電話番号】 03（3435）3116（ダイヤルイン） 

【事務連絡者氏名】 財務部 資本市場チーム長 横 山 英 輝 

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債 

【今回の募集金額】 40,000百万円 

 

【発行登録書の内容】 

提出日 平成27年5月13日 

効力発生日 平成27年5月21日 

有効期限 平成29年5月20日 

発行登録番号 27－関東63 

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額 500,000百万円 

【これまでの募集実績】 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円) 

－ － － － － 

実績合計額(円) 
なし 

（なし） 
減額総額(円) なし 

 
(注)実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段()書きは、発行価額の総額の合計額)に基づ

き算出しております。 

 

  

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 500,000百万円   

  (500,000百万円) 

  

(注)残額は、券面総額又は振替社債の総額の合

計額(下段()書きは、発行価額の総額の合

計額)に基づき算出しております。 

（発行残高の上限を記載した場合） 

該当事項はありません。 
 
【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円
 
【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。 
 
【縦覧に供する場所】 オリックス株式会社 大阪本社 

(大阪市西区西本町1丁目4番1号 オリックス本町ビル) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町2番1号) 
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第一部 【証券情報】 
第１ 【募集要項】 
１ 【新規発行社債(短期社債を除く。)】 

銘柄 オリックス株式会社第185回無担保社債(社債間限定同順位特約付) 

記名・無記名の別 － 

券面総額又は振替社債の総額(円) 金40,000,000,000円 

各社債の金額(円) 金100万円 

発行価額の総額(円) 金40,000,000,000円 

発行価格(円) 額面100円につき金100円 

利率(％) 年0.415％ 

利払日 毎年2月19日及び8月19日 

利息支払の方法 

１．利息支払の方法及び期限 
（１）本社債の利息は、本社債の払込期日の翌日から償還すべき日

(以下「償還期日」という。)までこれをつけ、平成28年8月
19日を第1回の支払期日としてその日までの分を支払い、そ
の後毎年2月19日及び8月19日の2回におのおのその日までの
前半か年分を支払う。ただし、払込期日の翌日から平成28年
2月19日までの利息を計算するとき及び半か年に満たない期
間につき利息を計算するときは、その半か年の日割りをもっ
てこれを計算する。計算の結果1円未満の端数が生じた場合
は、これを切り捨てる。 

（２）利息を支払うべき日(以下「利息支払期日」という。)が銀行
休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日に繰上げ
る。 

（３）償還期日後は利息をつけない。 
２．利息の支払場所 
社債権者が口座を開設する口座管理機関 

償還期限 平成33年2月19日 

償還の方法 

１．償還金額 
額面100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 
（１）本社債の元金は、平成33年2月19日にその総額を償還する。 
（２）償還期日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営

業日に繰上げる。 
（３）本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降いつでもこれを行

うことができる。 
３．償還元金の支払場所 
前記「利息支払の方法」欄第2項に記載のとおり。 

募集の方法 一般募集 

申込証拠金(円) 
額面100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。
申込証拠金には利息をつけない。 

申込期間 平成28年1月29日から平成28年2月9日まで 

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店 

払込期日 平成28年2月10日 

振替機関 
株式会社証券保管振替機構 
東京都中央区日本橋茅場町二丁目1番1号 
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担保 
本社債には担保ならびに保証は付されておらず、また本社債のため
に特に留保されている資産はない。 

財務上の特約(担保提供制限) 

１．担保提供制限条項 
（１）当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込

期日以降、当社が国内で既に発行したまたは、国内で今後
発行する他の無担保社債（ただし、純資産額維持条項等当
社の財務指標に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪
失する旨の特約が付されている無担保社債を除く。以下
「他の無担保社債」という。）に担保を提供する場合（当
社の特定の資産に担保権を設定する場合、当社の特定の資
産につき担保権設定の予約をする場合及び当社の特定の資
産につき当社の特定の債務以外の債務の担保に供しない旨
を約する場合をいう。以下「担保提供」という。）には、
本社債のために担保付社債信託法に基づき、同順位の担保
権を設定しなければならない。（したがって、本社債は、
当社が国内で既に発行したまたは、国内で今後発行する他
の無担保社債以外の債権に対しては劣後することがあ
る。） 

（２）本項(1)号に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十
分でない場合には、当社は本社債のために担保付社債信託
法に基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定する。 

２．担保提供制限の例外 
他の無担保社債に対する当社の担保提供が次の各号のいずれか
に該当するものと社債管理者が認めたときは、本欄第1項は適用
されない。 

（１）当社が、社債の償還のための減債基金の積立または償還準備
資産の預託として、当社の所有する資産のうえに担保権を設
定する場合。 

（２）当社が、合併により担保権の設定されている被合併会社の資
産を承継する場合または既に担保権の設定されている資産
を取得する場合。 

財務上の特約(その他の条項) 

１．担保付社債への切換 
（１）当社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のため

に担保付社債信託法に基づき、社債管理者が適当と認める
担保権を設定することができる。 

（２）前記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第1項または本項
(1)号により本社債のために担保権を設定する場合、当社
は、直ちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨
を担保付社債信託法第41条第4項の規定に準じて公告する。 

２．担保提供制限に係る特約の解除 
当社が前記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第1項または本欄
第1項(1)号により本社債のために担保権を設定した場合には、
以後前記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第1項、同欄第2
項、別記(注)4.(2)及び同(注)5.(1)は適用されない。 

(注)１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付 

本社債について、当社は株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）からＡ＋の信

用格付を平成28年1月28日付で取得している。 

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約

定どおりに履行される確実性(信用力)に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々

の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについ

て、何ら意見を表明するものではない。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過

去・将来の事実の表明ではない。また、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、また

はその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一

切の事項について、いかなる保証もしていない。 

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの

情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、

信用格付を変更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を

保留したり、取り下げたりすることがある。 

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ

(http://www.r-i.co.jp/jpn/)の「ニュースリリース/クレジットコメント」及び同コーナー右上

の「一覧はこちら」をクリックした「格付ニュース一覧」に掲載されている。なお、システム障

害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下

のとおり。 

R&I：電話番号03-3276-3511 
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２．社債等振替法の適用 

本社債は社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）の規定の適用を受

けるものとし、同法第67条第1項の規定に基づき本社債の社債券は発行しない。 

ただし、社債等振替法第67条第2項に規定される場合には、社債権者は当社に社債券を発行する

ことを請求できる。この場合、社債券の発行に要する費用は当社の負担とする。かかる請求によ

り発行する社債券は無記名式利札付に限り、社債権者は当該社債券を記名式とすることを請求す

ることはできないものとし、その分割または併合は行わない。 

３．期限の利益喪失に関する特約 

（１）当社は、次の各場合には本社債について期限の利益を喪失する。 

① 当社が前記「利息支払の方法」欄第1項の規定に違背したとき。ただし、当社が利息支払期日

後7日以内に利息の支払を履行し、かつ、当該利息支払期日の翌日から利息の支払が行われる

日までの期間につき前記「利率」欄に定める利率により、半か年の日割りで計算した経過利息

に相当する金額を利息金額に加えて支払う場合は、この限りでない。 

② 当社が前記「財務上の特約(担保提供制限)」欄第1項の規定に違背したとき。 

③ 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、または期限が到来してもその弁

済をすることができないとき。 

④ 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、または当社以外の社債もし

くはその他の借入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかか

わらず、その履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10

億円を超えない場合は、この限りでない。 

⑤ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または解散

（合併の場合を除く。）の決議をしたとき。 

⑥ 当社が破産手続、民事再生手続もしくは会社更生手続の開始決定または特別清算開始の命令を

受けたとき。 

⑦ 当社がその事業経営に不可欠な資産に対して差押、仮差押、仮処分もしくは担保権の実行とし

ての競売（公売を含む。）の申立てを受け、または滞納処分としての差押がなされ、またはそ

の他の事由により当社の信用を毀損する事実が生じた場合で、いずれの場合も社債管理者が本

社債の存続を不適当と認めたとき。 

（２）当社は、期限の利益を喪失した場合は、直ちにその旨を公告する。 

４．社債管理者に対する定期報告 

（１）当社は、平常社債管理者にその事業の状況を報告し、毎事業年度終了後遅滞なく事業報告、貸

借対照表及び損益計算書を提出し、かつ、毎事業年度の決算及び剰余金の処分（会社法第454

条第5項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。

当社が、会社法第441条第1項に定められた一定の日において臨時決算を行った場合も同様とす

る。 

（２）当社は、毎決算期末における本(注)5.(1)に該当した国内社債の現存額、担保物その他必要な

事項を書面により社債管理者に報告しなければならない。 

（３）当社は、金融商品取引法に基づき有価証券報告書、四半期報告書、臨時報告書または訂正報告

書及びそれらの添付書類を財務局長に提出した場合には、社債管理者に遅滞なく通知する。た

だし、社債管理者がそれらの写しの提出を要求した場合には、当社は社債管理者にそれらの写

しを提出する。 

５．社債管理者に対する通知 

（１）当社は、本社債発行後、国内社債のために担保提供を行う場合には、あらかじめ書面によりそ

の旨ならびにその事由、債務の内容及び担保物その他必要な事項を社債管理者に通知しなけれ

ばならない。 

（２）当社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。 

① 当社の事業経営に不可欠な資産を譲渡、または貸与しようとするとき。 

② 当社の事業の管理を他に委託しようとするとき、または事業の全部もしくは重要な部分を休止、

廃止、もしくは譲渡しようとするとき。 

③ 当社が資本金または資本準備金もしくは利益準備金を減少しようとするとき。 

④ 当社が会社法第2条第26号に定める組織変更をしようとするとき。 

⑤ 当社が会社法第2条第27号に定める吸収合併または会社法第2条第28号に定める新設合併をしよ

うとするとき。 

⑥ 当社が会社法第2条第29号に定める吸収分割または会社法第2条第30号に定める新設分割をしよ

うとするとき。 

（３）当社は、本社債発行後、社債原簿に記載すべき事由が生じたときならびに変更が生じたときは、

遅滞なく社債原簿にその旨の記載を行い、書面をもってこれを社債管理者に通知する。 
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６．社債管理者の調査権限 

（１）社債管理者は、社債管理委託契約の定めに従い、その権限を行使し、義務を履行するために必

要であると認めたときは、当社の事業、経理、帳簿書類等に関する報告書の提出を請求し、ま

たは自らこれらにつき調査することができる。 

（２）本(注)6.(1)の場合で、社債管理者が当社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うとき

は、当社はこれに協力する。 

７．債権者の異議手続における社債管理者の権限 

社債管理者は、会社法第740条第2項本文の規定にかかわらず、同条第1項に定める異議の申立て

に関し、社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることは行わない。 

８．社債管理者による弁済受領公告 

本(注)3.(1)により本社債が期限の利益を喪失した場合、その後に社債管理者が当社より弁済を

受けたときは、社債管理者はその旨を公告する。 

９．社債管理者の辞任 

社債管理者は、本社債権者と社債管理者との間で利益が相反する場合（利益が相反するおそれが

ある場合を含む。）、その他正当な事由があるときは、社債管理者の事務を承継する者を定めて

辞任することができる。ただし、社債管理者は、社債管理者の事務を承継する者を定めるにあた

ってはあらかじめ当社と協議するものとする。なお、社債管理者のうち残存する者がある場合に

は、当該残存する者のみで社債管理者の事務を行うことができる。 

１０．公告の方法 

本社債に関して社債権者に公告をする場合は、法令に別段の定めがあるものを除き、当社は当社

の定款所定の電子公告によりこれを行うものとする。ただし、社債管理者が社債権者のために必

要と認める場合には、電子公告に加えて東京都及び大阪市で発行される各1種以上の新聞紙にも

これを掲載する。なお、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じた

場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都及び大阪市において発行される各1種以上の新

聞紙にこれを掲載する。ただし、重複するものがあるとき及び社債管理者が必要でないと認めた

場合は、これを省略することができる。また、社債管理者が公告を行う場合には、法令所定の方

法のほか、社債管理者が必要であると認めた場合は、東京都及び大阪市において発行される各1

種以上の新聞紙にもこれを掲載する。 

１１．社債権者集会に関する事項 

（１）本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第1号に定める種類をいう。以下同じ。）の社

債（以下「本種類の社債」という。）の社債権者集会は、一つの集会として開催される。 

（２）本種類の社債の社債権者集会は、当社または社債管理者がこれを招集するものとし、本種類の

社債の社債権者集会の日の3週間前までに本種類の社債の社債権者集会を招集する旨及び会社

法第719条各号所定の事項を公告する。 

（３）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。 

（４）本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。）の10分の1以上にあたる本種類の社債を有する

社債権者は、本種類の社債に関する社債等振替法第86条第3項に定める書面を社債管理者に提

示したうえ、本種類の社債の社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を

当社または社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集会の招集を請求することができ

る。なお、当社が有する本種類の社債の金額は本種類の社債の総額に算入しない。 

１２．追加発行 

当社は、随時、本社債権者（本社債の社債券が発行された場合は利札の所持人を含む。）の同意

なしに、初回利払日及び払込金額を除く全ての事項（会社法施行規則第165条所定の各事項を含

む。）において本社債と同じ内容の要項を有し、本社債と同一の種類の社債となる社債を追加発

行することができる。 

１３．発行代理人及び支払代理人 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

１４．元利金支払事務取扱に関する手数料 

当社は、本社債の社債権者に対する元利金支払に関する事務（社債権者に対する利子所得課税に

かかる所得税法・租税特別措置法その他関係法令の適用に関する事項の確認・管理及び直近上位

機関への通知、社債権者に対する元利金支払に関する通知及び元利金の交付、地方税法に基づく

道府県民税利子割の特別徴収事務等の全部または一部を主たる内容とする。）を行った者に対し

て、当社が定める手数料を支払う（当該手数料に賦課される消費税及び地方消費税は当社の負担

とする。）。 
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】 
（１）【社債の引受け】 

引受人の氏名又は名称 住所 
引受金額 
(百万円) 

引受けの条件 

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 14,800
１．引受人は本社債

の全額につき、
連帯して買取引
受を行う。 

２．本社債の引受手
数料は額面100
円につき金50銭
とする。 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目5番1号 9,000

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目3番1号 9,000

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目5番2号 5,000

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番6号 400

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目3番6 400

東海東京証券株式会社 名古屋市中村区名駅四丁目7番1号 400

安藤証券株式会社 名古屋市中区錦三丁目23番21号 300

岩井コスモ証券株式会社 大阪市中央区今橋一丁目8番12号 200  

むさし証券株式会社 
さいたま市大宮区桜木町四丁目333番地
13 

200  

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目7番1号  200  

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目6番1号 100  

計 ― 40,000 ― 

 
（２）【社債管理の委託】 

社債管理者の名称 住所 委託の条件 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 
１．社債管理者は、共同して本社

債の管理を受託する。 
２．本社債の管理手数料について

は、社債管理者に、期中にお
いて年間額面100円につき金2
銭を支払うこととしている。 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目2番1号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

 

３ 【新規発行による手取金の使途】 
（１）【新規発行による手取金の額】 

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円) 

40,000 290 39,710 

 
（２）【手取金の使途】 

上記の社債発行差引手取概算額39,710百万円は、全額を平成28年3月末までに償還を迎える短期社

債の償還資金に充当する予定であります。 

  

第２ 【売出要項】 
該当事項はありません。 

  
 

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】 
該当事項はありません。 
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第二部 【公開買付けに関する情報】 
第１ 【公開買付けの概要】 
該当事項はありません。 

  
 

第２ 【統合財務情報】 
該当事項はありません。 

  
 

第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】 
該当事項はありません。 
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第三部 【参照情報】 
第１ 【参照書類】 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第5条第1項第2号に掲げる事項については、以下に掲げる書類をご参照下

さい。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 第52期（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）平成27年6月25日関東財務局長に提出 

  

２【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第53期第1四半期（自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日）平成27年8月13日関東財務局長に提出 

  

３【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第53期第2四半期（自 平成27年7月1日 至 平成27年9月30日）平成27年11月12日関東財務局長に提出 

  

４【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成28年1月28日）までに、金融商品取引法第24条の5第4

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2の規定に基づく臨時報告書を平成27年6月25日に関東

財務局長に提出 

  

５【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成28年1月28日）までに、金融商品取引法第24条の5第4

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の規定に基づく臨時報告書を平成27年12月15日に関東財

務局長に提出 

  

６【臨時報告書】 

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成28年1月28日）までに、金融商品取引法第24条の5第4

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の規定に基づく臨時報告書を平成27年12月18日に関東財

務局長に提出 

  

 

第２ 【参照書類の補完情報】 
上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本発行登録追補書類提出日（平成28年1月28日）

までの間において生じた変更その他の事由はありません。 

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本発行登録追補書類提出日

現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。なお、当該有価証券報告書

等に記載されている将来に関する事項は、その作成時点での予想や一定の前提に基づいており、その達成及び将来の

業績を保証するものではありません。 

  

  

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】 
オリックス株式会社 本社     (東京都港区浜松町2丁目4番1号 世界貿易センタービル内) 
オリックス株式会社 大阪本社   (大阪市西区西本町1丁目4番1号 オリックス本町ビル) 
株式会社東京証券取引所      (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 

 
  

第四部 【保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 

  
 



  

  

  
１  当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

  

２  当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

  

３  当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。 

（参考） 

（平成25年３月29日の上場時価総額） 

  

（平成26年３月31日の上場時価総額） 

  

（平成27年３月31日の上場時価総額） 

  

(注)  平成25年３月31日は取引休業日であるため、その直前取引日である平成25年３月29日の東京証券取引所におけ

る最終価格で計算しております。 

(注)  当社は平成25年３月31日最終の株主名簿に記載された株主に対して、平成25年４月１日付で１株につき10株の

割合をもって株式分割を行いました。平成25年３月29日の東京証券取引所における最終価格は、当該株式分割

による権利落ち後のものです。また、平成25年３月29日の発行済株式総数は、当該株式分割を考慮して調整し

ています。 

  

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

会社名 オリックス株式会社 

代表者の役職氏名 代表執行役    井上 亮 
 

        1,881,396百万円 
 

東京証券取引所における最終価格   発行済株式総数     

1,191円 × 1,248,714,760株 ＝ 1,487,219百万円
 

東京証券取引所における最終価格   発行済株式総数     

1,453円 × 1,322,777,628株 ＝ 1,921,995百万円
 

東京証券取引所における最終価格   発行済株式総数     

1,688.5円 × 1,323,644,528株 ＝ 2,234,973百万円
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 
 

１．事業内容の概要 

オリックスグループは当社、連結子会社755社（変動持分事業体およびＳＰＥ（特定の案件のために設

立された事業体）などを含んでいます。）および関連会社112社（平成27年9月30日現在）から構成され

ており、様々な事業を展開しています。各事業の主な内容は次のとおりです。 

 

(1) 法人金融サービス事業部門 

 

： 当事業部門は、主に融資事業、リース事業および各種手数料

ビジネスを行っています。 

 

(2) 

 

メンテナンスリース事業部門 ： 当事業部門は、自動車事業およびレンタル事業により構成さ

れています。自動車事業では、自動車リース、レンタカーお

よびカーシェアリングを、レンタル事業では、電子計測器・

ＩＴ関連機器などのレンタルおよびリースを行っています。 

 

(3) 不 動 産 事 業 部 門 ： 当事業部門は、不動産開発・賃貸・ファイナンス事業、施設

運営事業、不動産投資法人（ＲＥＩＴ）の資産運用・管理事

業および不動産投資顧問業を行っています。 

 

(4) 事 業 投 資 事 業 部 門 ： 当事業部門は、環境エネルギー関連事業、プリンシパル・イ

ンベストメント事業およびサービサー（債権回収）事業を行

っています。 

 

(5) リ テ ー ル 事 業 部 門 ： 当事業部門は、生命保険事業、銀行事業およびカードローン

事業を行っています。 

 

(6) 海 外 事 業 部 門 ： 当事業部門は、米州およびアジア・豪州・欧州における、リ

ース事業、融資事業、債券投資事業、投資銀行事業、アセッ

トマネジメント事業、船舶・航空機関連事業を行っていま

す。 
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２．主要な経営指標等の推移 

(1) 連結経営指標等 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

営業収益 (百万円) 938,258  963,721  1,052,477  1,375,292  2,174,283  

税引前当期純利益 (百万円) 90,271 127,515 172,572 286,339 344,017  

当社株主に帰属する 
当期純利益 

(百万円) 66,021 83,509 111,909 187,364  234,948  

当社株主に帰属する包括利益 (百万円) 52,702 83,653 171,791 223,665 265,187  

当社株主資本 (百万円) 1,306,582 1,380,736 1,643,596 1,919,346 2,152,198  

総資産額 (百万円) 8,561,910 8,332,830 8,439,710 9,066,961  11,443,628  

１株当たり当社株主資本 (円) 1,215.44 1,284.15 1,345.63 1,465.77  1,644.60  

１株当たり当社株主に 
帰属する当期純利益 

(円) 61.42 77.68 102.87 147.75  179.47  

潜在株式調整後 
１株当たり当社株主に 
帰属する当期純利益 

(円) 51.83 65.03 87.37 143.20  179.21  

当社株主資本比率 (％) 15.3 16.6 19.5 21.2 18.8  

当社株主資本・当社株主に 
帰属する当期純利益率 

(％) 5.1 6.2 7.4 10.5 11.5  

株価収益率 (倍) 12.7 10.2 11.6 9.8  9.4  

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 212,380 332,994 391,304 478,006  257,611  

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 251,598 41,757 105,657 △215,314 △467,801  

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △363,590 △318,477 △467,193 △277,704 213,432  

現金および現金等価物の 
期末残高 

(百万円) 732,127 786,892 826,296 818,039  827,518  

従業員数 
(人) 

17,578 17,488 19,043 25,977 31,035  

（外、平均臨時雇用人員） (5,558) (5,804) (8,679) (13,771) (22,002) 

（注）１  米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式および作成方法に基づき記載されています。 

２  第52期連結会計年度より連結損益計算書の表示方法の変更を行っています。この変更により、過年度に

ついても組替再表示しています。 

３ 第52期連結会計年度より当社と株式会社大京との会計期間の差異を解消しました。この変更により、過

年度についても遡及適用しています。 

４  営業収益には、消費税等は含まれていません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 (百万円) 303,118 351,810 316,661 345,548 535,761  

経常利益 (百万円) 24,521 37,856 21,348 19,646 115,854  

当期純利益 (百万円) 22,471 10,867 23,811 14,896 127,830  

資本金 (百万円) 143,995 144,026 194,039 219,546 220,056  

発行済株式総数 (株) 110,245,846 110,254,422 124,871,476 1,322,777,628 1,323,644,528  

純資産額 (百万円) 582,421 586,805 684,676 732,635 823,347  

総資産額 (百万円) 4,294,527 4,041,060 3,921,397 3,882,966 4,198,020  

１株当たり純資産額 (円) 538.01 542.26 557.66 556.94 626.72  

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 

(円) 

(円) 

80 

(－)  

90 

(－)  

130 

(－)  

23 

(－)  

36 

(－)  

１株当たり当期純利益 (円) 20.91 10.11 21.89 11.75 97.64  

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 18.05 9.08 19.11 11.39 97.64  

自己資本比率 (％) 13.5 14.4 17.4 18.8 19.5  

自己資本利益率 (％) 4.0 1.9 3.8 2.1 16.5  

株価収益率 (倍) 37.3 78.2 54.4 123.7 17.3  

配当性向 (％) 38.3 89.0 59.4 195.7 36.9  

従業員数 (人) 2,862 2,661 2,861 2,791 2,952  

（注）１  売上高には、消費税等は含まれていません。 

２  当社は平成25年３月31日最終の株主名簿に記載された株主に対して、平成25年４月１日付で１株につき

10株の割合をもって株式分割を行いました。１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益および潜在株

式調整後１株当たり当期純利益については、当該株式分割を考慮し遡及して調整しています。第48期か

ら第50期の１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しています。 

３  第52期の各数値は、平成26年７月１日付のオリックス不動産株式会社との吸収分割に伴う変動を含んで

います。 
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平成28年3月期第3四半期（自 平成27年10月1日 至 平成27年12月31日）の業績等の概要 

 

平成28年1月27日に公表された平成28年3月期第3四半期（自 平成27年10月1日 至 平成27年12

月31日）の米国で一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成された四半期連結財務

諸表の概要は以下のとおりであります。 

 

この四半期連結財務諸表については金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査法人

による四半期レビューが終了していないため、四半期レビュー報告書は受領しておりません。 

 

なお、四半期連結財務諸表の金額については百万円単位とし、単位未満の端数を四捨五入し

て表示しております。 



四半期連結財務諸表等 

（１）四半期連結貸借対照表（米国会計基準） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 

にかかる 

要約連結貸借対照表 

(平成27年３月31日) 

当第３四半期 

連結会計期間末 

(平成27年12月31日) 

前連結会計年度 

にかかる 

要約連結貸借対照表 

(平成27年３月31日) 

当第３四半期 

連結会計期間末 

(平成27年12月31日) 

現金および現金等価物  827,518  809,600 短期借入債務  284,785  277,267 

使途制限付現金  85,561  83,402 預金  1,287,380  1,385,662 

ファイナンス・リース投資  1,216,454  1,207,133 支払手形、買掛金および未払金  335,936  245,993 

営業貸付金  2,478,054  2,567,316 保険契約債務および保険契約者勘定  2,073,650  1,723,609 

(平成27年３月31日および平

成27年12月31日において、会

計基準編纂書825に基づき公

正価値評価した、それぞれ

15,361百万円および11,781百

万円を含む) 

(平成27年３月31日および平

成27年12月31日において、

会計基準編纂書825に基づき

公正価値評価した、それぞ

れ1,254,483百万円および

867,632百万円を含む) 

貸倒引当金 △72,326 △60,172 未払法人税等  345,514  377,123 

オペレーティング・リース投資  1,296,220  1,339,430 長期借入債務  4,132,945  4,065,500 

投資有価証券  2,846,257  2,443,474 その他負債  598,446  529,548 

(平成27年３月31日および平

成27年12月31日において、会

計基準編纂書825に基づき公

正価値評価した、それぞれ

16,891百万円および23,056百

万円を含む) 

（負債合計）  9,058,656  8,604,702 

償還可能非支配持分  66,901  18,159 

契約債務および偶発債務 

事業用資産  278,100  318,125 

関連会社投資  378,087  480,791 資本金  220,056  220,469 

受取手形、売掛金および未収入金  348,404  272,115 資本剰余金  255,595  255,782 

棚卸資産  165,540  146,948 利益剰余金  1,672,585  1,813,704 

社用資産  131,556  120,722 その他の包括利益累計額  30,373  9,577 

その他資産  1,464,203  1,335,735 自己株式（取得価額） △26,411 △26,084 

(平成27年３月31日および平

成27年12月31日において、会

計基準編纂書825に基づき公

正価値評価した、それぞれ

36,038百万円および32,334百

万円を含む) 

（当社株主資本合計）  2,152,198  2,273,448 

非支配持分  165,873  168,310 

（資本合計）  2,318,071  2,441,758 

資産合計  11,443,628  11,064,619 負債・資本合計  11,443,628  11,064,619 

(注) その他の包括利益累計額内訳 

前連結会計年度にかかる 
要約連結貸借対照表 

当第３四半期 
連結会計期間末 

未実現有価証券評価損益 50,330 36,087 

確定給付年金制度 △19,448 △19,606 

為替換算調整勘定 431 △5,373 

未実現デリバティブ評価損益 △940 △1,531 

30,373 9,577 
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（２）四半期連結損益計算書（米国会計基準） 

(単位：百万円)

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成26年  ４月１日 

  至 平成26年  12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成27年  ４月１日 

  至 平成27年  12月31日) 

営業収益             

  金融収益    139,332     152,614  

  有価証券売却益および受取配当金    37,965     33,017  

  オペレーティング・リース収益    279,348     284,396  

  生命保険料収入および運用益    276,112     160,735  

  商品および不動産売上高    280,188     609,783  

  サービス収入    559,095     556,535  

営 業 収 益 計    1,572,040     1,797,080  

営業費用             

  支払利息    54,844     54,025  

  オペレーティング・リース原価    177,960     183,695  

  生命保険費用    225,299     101,206  

  商品および不動産売上原価    250,807     546,915  

  サービス費用    311,830     328,264  

  その他の損益（純額）    8,408    △1,033  

  販売費および一般管理費    306,883     316,953  

  貸倒引当金繰入額    6,289     5,940  

  長期性資産評価損    15,512     4,547  

  有価証券評価損    6,316     3,952  

営 業 費 用 計    1,364,148     1,544,464  

営 業 利 益    207,892     252,616  

持分法投資損益    14,077     25,044  

子会社・関連会社株式売却損益および清算損    20,226     57,012  

バーゲン・パーチェス益    36,082    －  

税 引 前 四 半 期 純 利 益    278,277     334,672  

法 人 税 等    84,283     111,489  

継 続 事 業 か ら の 利 益    193,994     223,183  

非継続事業からの損益            

  非継続事業からの損益    463     － 

  法人税等   △166     － 

  非継続事業からの損益（税効果控除後）    297    －  

四 半 期 純 利 益    194,291     223,183  

非 支 配 持 分 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益    5,542     7,009  

償還可能非支配持分に帰属する四半期純利益    3,344     810  

当 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益    185,405     215,364  
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（３）四半期連結包括利益計算書（米国会計基準） 

 （単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
 至  平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日
 至  平成27年12月31日)

四半期純利益  194,291 223,183

その他の包括利益（△損失）

未実現有価証券評価損益  6,606 △14,215

確定給付年金制度 △13,275 △113

為替換算調整勘定  55,811 △4,708

未実現デリバティブ評価損益 △890 △623

その他の包括利益（△損失）  計  48,252 △19,659

四半期包括利益  242,543 203,524

非支配持分に帰属する四半期包括利益  10,266 6,882

償還可能非支配持分に帰属する四半期包括利益  12,725 2,074

当社株主に帰属する四半期包括利益  219,552 194,568

（注）１ 米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（以下、会計基準編纂書）205-20「財務諸表の表示-非継続事業」に

従い、非継続事業にかかる損益を独立表示するとともに、当該事業にかかる過年度の損益を組替再表示してい

ます。 

２ 連結財務諸表の作成に際して、当社の一部の子会社および関連会社には、継続的に３ヶ月以内の決算日の異

なる財務諸表を用いています。株式会社大京（以下、大京）は、平成26年２月27日に当社の連結子会社とな

り、それ以降、連結財務諸表の作成に際して、当社と決算日の異なる財務諸表を使用してきましたが、財政状

態および経営成績をタイムリーに連結財務諸表に反映するために、前第４四半期連結会計期間より当社と大京

との会計期間の差異を解消し、大京の決算日を当社の決算日と同じ３月31日に変更しています。なお、当該会

計期間の差異の解消は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書および四半期連結包

括利益計算書に反映しています。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。
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（５）セグメント情報（米国会計基準） 

 

事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円） 

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成26年４月１日 

  至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成27年４月１日 

  至 平成27年12月31日) 

前連結会計年度末 

 

(平成27年３月31日) 

当第３四半期 

連結会計期間末 

(平成27年12月31日) 

  セグメント収益 セグメント利益 セグメント収益 セグメント利益 セグメント資産 セグメント資産 

法人金融サービス事業 61,069 18,661 81,475 33,841 1,132,468 1,058,719 

メンテナンスリース事業 198,246 31,578 204,743 33,691 662,851 717,811 

不動産事業 147,208 22,481 154,691 44,374 835,386 744,869 

事業投資事業 429,687 23,007 751,084 46,672 660,014 628,939 

リテール事業 335,252 96,570 208,751 48,835 3,700,635 3,511,492 

海外事業 406,545 84,786 399,856 116,001 2,178,895 2,279,558 

セグメント計 1,578,007 277,083 1,800,600 323,414 9,170,249 8,941,388 

四半期連結財務諸表 

(連結財務諸表)との調整 △5,967 1,194 △3,520 11,258 2,273,379 2,123,231 

連結合計 1,572,040 278,277 1,797,080 334,672 11,443,628 11,064,619 

 
(注) １  当社の業績評価は、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益、非支配持分に帰属する四半

期純利益および償還可能非支配持分に帰属する四半期純利益を加減しています。なお、セグメント利益には税金
費用は含まれていません。
 

  ２  会計基準編纂書810（連結-変動持分事業体）に基づいて連結対象となっている変動持分事業体（ＶＩＥ）のう
ち、ＶＩＥの資産がＶＩＥの債務等の返済にのみ使用され、ＶＩＥの負債の債権者が当社および子会社の他の資
産に対する請求権を持たない証券化のためのＶＩＥについては、セグメント資産として当該ＶＩＥの資産の合計
金額ではなく、当該ＶＩＥに対する当社投資相当金額を計上しており、これに合わせてセグメント収益として当
社投資相当金額に対する収益を純額で計上しています。なお、連結対象ＶＩＥが保有する資産および負債に関わ
る損益のうち、最終的に当社が負担すべきでない損益については、セグメント損益に計上していません。
 

  ３  セグメント間の取引を各セグメント収益に含めて計上し、その消去を四半期連結財務諸表との調整に含めて計
上しています。
 

  ４  前第４四半期連結会計期間において、当社と事業投資事業部門に含まれる大京との会計期間の差異を解消しま
した。この変更により、前第３四半期連結累計期間も遡及的に調整しています。
 

  
 

所在地別情報

前第３四半期連結累計期間 （単位：百万円） 

  日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務諸表 

との調整 連結合計

営業収益 1,161,655 148,719 263,880 △2,214 1,572,040

税引前四半期純利益 190,561 24,393 63,786 △463 278,277

 

当第３四半期連結累計期間 （単位：百万円） 

  日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務諸表 

との調整 
連結合計

営業収益 1,384,265 143,227 269,588 － 1,797,080

税引前四半期純利益 212,559 61,372 60,741 － 334,672

 
(注) １  本邦以外の区分に属する主な国または地域

  米州地域  ・・・米国
その他海外・・・アジア地域、欧州地域、豪州地域、中東地域
 

  ２  上記の所在地別情報には、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益が含まれています。

  ３  当社の子会社であるロベコ（本社：オランダ・ロッテルダム）は、世界中に顧客基盤がある資産運用会社であ
るため、すべて「その他海外」に含めて表示しています。なお、法的主体の所在国に基づいて配分した場合、ロ
ベコの営業収益は、前第３四半期連結累計期間で「米州地域」73,418百万円、「その他海外」72,361百万円、当
第３四半期連結累計期間で「米州地域」84,410百万円、「その他海外」58,748百万円となります。
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（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 
該当事項はありません。

 

（７）重要な後発事象 

 

該当事項はありません。
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